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65%

SDG’s、ESG投資への対応と
それに伴う再生可能エネルギーの導入加速

我が国を取り巻く状況

フィジカル/サイバー空間が高度に融合したSociety5.0の実現

 少子・高齢化による人口減少・コンパクトシティ化

電気自動車/PHVの普及
MaaS（Mobility as a service)
CASE （Connected、
Autonomous、Shared & 
Services、Electric）
への対応

 大規模自然災害への対応

これらの状況に対応する、新たな電力・情報通信インフラの構築が必要
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東日本大震災以降、
自然災害の脅威から学ぶべきもの

東日本大震災 北海道ブラックアウト

千葉の台風・バースト災害 台風１９号の河川の大氾濫

喫緊の課題
安心・安全なひとびとのくらしを保証する

レジリエントで持続可能な社会インフラへの抜本的改革

通信の途絶は電力を遮断する！

電力の途絶は通信を遮断する！
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自律分散協調によるリジリエンスの実現

災害

リジリエンスのフレームワークとして提唱された「４つのR」※１と自律分散協調の実現※２

Robustnessの実現： NWを構成するノードが災害に強くなる。事前対策、事後の復旧、事業継続 ⇒ 「自律」
Redundancyの実現： NWを構成するリンクの多重化、NW機能を分散し災害の影響を極小化 ⇒ 「分散」
ResourcefulnessとRapidityの実現： 発災後、外部から投入されたNW資源を含めてNWを再構築 ⇒ 「協調」
※１“The 4 R‘s of Resilience and Multi-Hazard Engineering” https://mceer.buffalo.edu/meetings/AEI/presentations/01Bruneau-ppt.pdf
※２「しなやかな社会の創造」、京大・NTTリジエンス共同研究グループ、日経BP企画、2009年 
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少子化と未居住地域の増加
 2010年代以降、人口が減少。生産年齢人口は2000年から減少。⇒ 電力消費、トラヒック、

売上（ARPU x 人口）の減少。
 首都圏、中部圏、近畿圏以外では、2050年までに、50％以上の地点で人口が50％以上減少。

⇒ スケールメリットを活かした既存の集中型制御型ネットワークの運用維持は困難。
 集中型から自律分散型のネットワークへの転換が必要。

国交省「新たな国土形成計画(広域地方計画)について」人工関係参考資料
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国土のグランドデザイン2050 【国交省】

キーワードはコンパクト+ネットワーク

 国土づくりの３つの理念： ダイバーシティ、コネクティビティ、リジリエンス
 目指すべき国土の姿： 実物空間と知識・情報空間が融合した「対流促進型国土」の形成

 大都市圏域
• 世界最大のスーパー・メガリージョンを軸とした国際経済戦略都市へ
• 大都市も人口減少時代に突入。効率性を高め、より一層筋肉質の都市構造へ

 地方圏域
• 小さな拠点、コンパクトシティ、高次地方都市連合などから形成される活力ある集積へ
• 大都市圏域と連携しつつ、世界とも直結。多自然生活圏域の形成

実物空間

知識・情報空間

グローバル
な対流

グローバル
な対流

グローバル
な対流

グローバル
な対流
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スーパーシティ構想（１）

平成30年11月16日 第3回 「スーパーシティ」構想の実現に向けた有識者懇談会 
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スマートシティの市場規模
 世界の人口は2011年に70億人を突破し、2050年には93億人を超えると予想。都市への人口流入が進み、都市

部 の人口が70%にも上るなど、都市化が進展。更に、新興国における中流化により、エネルギー消費が増加し、
世界のエネルギー消費は今後爆発的に増加することが懸念（Smart city projectから抜粋）。 

 環境に配慮した低炭素都市への変革（スマ ートシティ化）が喫緊の課題。世界のスマ ートシティ市場は、2010年
から2030年の20年間の累計で3100兆円の規模（日経BPグリーンテック研究所、日経産業新聞2010.9.28）にも
達する巨大市場。世界各国はこの市場を自国の基幹産業として成長させるべく、最重要国家戦略として位置付け
ている（Smart city projectから抜粋） 。 

 スマートシティの中核となるエネルギー関連市場では、 2010年から2030年の20年間の累計で、スマートグリッドの
設備で約720兆円、EV等の次世代自動車で約310兆円、再エネで約380兆円。
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持続可能社会に向けた国連のビジョン

 2015年9月25日の「持続可能な開発サミット」で、国連加盟国は「持続可能
な開発のための2030アジェンダ」を採択

 2015年12月12日COP21（国連気候変動枠組条約第21回締約国会議）
パリ協定の全会一致で採択： 「世界の平均気温上昇を2度未満に抑える
（1.5度に抑えることが、リスク削減に大きく貢献することにも言及）」に向けて
、世界全体で今世紀後半には、人間活動による温室効果ガス排出量を実質
的にゼロにしていく方向を打ち出す。

- 11 -



ESG投資
 「環境・社会・ガバナンス」に力を入れる企業への投資が急増。環境等に十分に配慮

していないと見なされた企業からは資金が引き揚げられ、厳しい対応を迫られる。
 ESG（環境：Environment、社会（人権）：Social、企業統治：Governance）投資とは、

企業の業績だけではなく、環境や人権などの問題に、どれだけ取り組んでいるかを
考慮する投資。国連が2006年に機関投資家に責任のある投資を呼びかけたことが
契機。その運用額は、世界で2,500兆円を超える。

 ANAの機内食の食材の仕入れ先が世界各地に広がり、末端の生産者の状況まで把握
することが急務。米国ベンチャー企業の開発したブルーナンバーと呼ばれるシステムで
、ネット上の地図にすべての取引先の所在地を示し、業者のプロフィールや生産する
食材等の情報や人権や環境に配慮している認証取得も確認可能。

クローズアップ現代ホームページより https://www.nhk.or.jp/gendai/articles/4039/index.html
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RE100への取組状況
 米アップルは、世界43か国にある店舗や事務所など自社のすべての施設の電力をすべてクリーンエネルギーで賄う

目標を達成したと発表（2018.4.9）。直営店、事務所、データセンターや共用設備などの電力が全量、環境を汚染
しないエネルギーもしくは再生可能エネルギーで調達。使用電力の全量をクリーンエネルギーにすることを約束した
サプライヤーも9社増え、計23社になる。

 グーグルの全世界のオフィスやデータセンターで利用する電力を再生可能エネルギーで賄うことを宣言（2016.12.6）。
2017年12月10日、使用電力の100％が風力発電と太陽光発電で賄われていることを発表。

 2018年に、米フィフスサード（Fifth Third） 銀行は、事業活動で消費する全電力を１基のメガソーラー（ノースカロライナ
州を拠点に持つ米国でトップ５の太陽光発電デベロッパーで米サンエネルギー１ （SunEnergy1） ）から調達する電力
購入契約（PPA）を結んだと発表。

 2018年9月10日、ソニーは「RE100」への参加を表明。2040年までに、同社グループの全世界の拠点での消費電力
を100％再生可能エネルギー由来に転換する目標を示す。

アップルの新社屋Apple Park出展：  週刊東洋経済, 2018.5.18.
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超スマート社会（Society 5.0）とは

(出展︓ 内閣府，http://www8.cao.go.jp/cstp/society5̲0/index.html.)
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CPS（Cyber Physical System）とデジタルツイン

人々のくらし

ロボット 交通・輸送

産業

住宅 食料 衣服 医療

都市

社会インフラ

エネルギー

経済/政治

自然環境

IoT

Real world  から収集したデータを利用して
  Cyber world に Real world を構築

         ディジタルツイン

サイバー空間でのデジタルツイン構築には、フィジカル空間に配置された膨大なセンサ、分散アンテナ、
モバイルエッジコンピューティング用サーバ等、ICT機器に高効率で電力供給する電力ネットワークが必要
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情報通信ネットワークの⾼度化と
コンピューティング処理の超分散化
クラウド コンピューティング クラウド コンピューティング

エッジ コンピューティング

 データ
センター

 データ
センター

高負荷処理
の分散

(出展： http://www.co-nss.co.jp/solution/sol-jiyuka.html.)
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データの世紀
 20世紀の国家の経済力の土台は石油。21世紀はデータ資源※１ 。
 インターネットの商用利用から約30年、米国は世界のデータを米国内サーバーに集め、革新的な技

術やサービスを創出。GAFA（グーグル、アップル、フェイスブック、アマゾン・ドット・コム）の時価総額は
10年で10倍に増え、総額は約400兆円※１ 。

 数年前から、海底ケーブルの投資主体が通信事業者からコンテンツ事業者へ変化※２。
 各国でビッグデータ囲い込みへの規制への動きが進展。EUでは、2018年5月25日一般データ保護

規則（GDPR）施行。日本では、IT企業がデータを使って市場の寡占を生むことを、独占禁止法を使っ
て規制する方針（日経新聞電子版2018.12.13）

※１日本経済新聞電子版2018.10.29
※２ https://tech.nikkeibp.co.jp/it/atcl/column/14/278383/121800066/

日本経済新聞電子版2018.10.29
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FTTH

移動通信ネットワークの進展

「2020年に向けた5G及びITS・自動走行 に関する総務省の取組等について(平成29年6月8日 総務省 移動通信課 杉野課長）」から抜粋

第５世代では、FTTHの最⼤通信速度を凌駕︕︕
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６Gが拓く超スマートシティビジョンの例
Finland’s 6G visions for 2030.

https://medium.com/@augusto.tomas/its-5g-it-s-6g-it-s-qg-the-quantum-generation-c65771042b08

(IEEE Spectrum May 2018.)
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爆発的に増⼤するIoT機器数
Jim Harris on Twitter, “IoTs predicted to explode to 50 billion connected devices by 2020 profoundly 

changing the way society works,” Jan. 2017.
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(出展︓ Cisco VNI Mobile, 2016 年)

情報爆発とＩＴ機器消費電⼒の増⼤

(出展︓ 経済産業省，「グリーンIT」イニシアティブ, 2008.)

3,000億kWh

470億kWh

5%

~30%

2006年

2030年

国内総発電量に占めるＩＴ機器の割合

ネットワーク
機器の増⼤

※ ＩＴ︓ネットワーク機器、サーバ、ストレージ、PC、ディスプレイ

ネ
⑁
ト
の
国
内
情
報
流
通
量

CAGR: Compound Annual Growth Rate.

全世界の
モバイル
データ
トラフィック
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レベル１ 電⼒系統から電⼒ネットワークへ

(出展： 経済産業省，OHM, vol. 104, no. 9, p. 4, 2017.)

HEMS
BEMS

GEMS
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電力系統から電力ネットワークへ
レベル-1.5

(出展： 林泰弘，吉永淳（早大），OHM, vol. 104, no. 9, p. 18, 2017.)

G: Grid, C: Community, B: Building, H: Home,
EMS: Energy Management System.
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分散
エネルギー
取引市場

監 

視 

・ 

制 

御

(出展： 松村洋(関西電力)，OHM, vol. 104, no. 9, p. 29, 2017.
および岡本浩（東京電力パワーグリッド), 電気新聞, Nov. 06, 2017.)

VPP（仮想電⼒プラント）とアグリゲータ
による電⼒ネットワークの限界

再生可能エネルギーの大量導入は極めて困難!!
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再⽣可能エネルギーへの転換
 再生可能エネルギーは、資源が枯渇せず繰り返し使え、発電時や熱利用時に地球温暖化の原因となる二酸化炭素をほとんど

排出しない優れたエネルギー： 太陽光、風力、水力、地熱、太陽熱、大気中の熱その他の自然界に存する熱、バイオマス
 日本のエネルギーの供給の８割以上が、石油、石炭、天然ガスなどの化石燃料で、ほとんどを海外に依存。新興国の経済発展

で、世界的なエネルギー需要が増大。化石燃料の市場価格が乱高下するなど、エネルギー市場が不安定化。化石燃料の利用
による温室効果ガスの削減が重要な課題。

 再生可能エネルギーの導入については、設備の価格が高く、日照時間等の自然状況に左右されるなどの理由から利用率が低
い。既存の電力系統に、不安定な再生可能エネルギーが大量に導入されると、電力系統が不安定なるため、蓄電池の設置等
の対策が必要。

 FIT制度による導入拡大が図られたが、2019年のFIT買取終了後、技術革新や量産効果により、蓄電池導入を含め、自律的な
拡大を続けていくと考えられる。

資源エネルギ庁HP
http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/renewable/outline/index.html

米EVベンチャーのTesla Motors（テスラ）は2017年1月4日（現地時間）、米ネバダ州
リノに建設を進めていたリチウムイオン電池の生産工場「Gigafactory（ギガファクトリ
ー）」で、パナソニックと共同でリチウムオン蓄電池の量産を開始したと発表。 EVや
定置型蓄電池など、同社のエネルギー製品の低コスト化のカギを握る量産工場がつ
いに稼働を開始。2018年までに、年間35GWh（ギガワット時）の生産量を見込む。
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再⽣エネルギーの発電コスト
 2010年と2017年を比較すると太陽光の発電コストは1/3以下に下落。
 太陽熱を除く,、再エネルギーの発電コストは火力発電と競争できる水準となった。
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蓄電池の損益分岐点「ストレージパリティ」
 経産省は2018年4月、「ソーラーシンギュラリティの影響度等に関する調査」報告書にて、固定

価格買取制度の期限が過ぎた太陽光発電（PV）と蓄電池を組み合わせることで、 2020年前後に
は「ストレージパリティ」を達成すると報告。 

 PVを保有している平均的な住宅で、「ストレージパリティ（21円/kWh）」となるのは2020年前後
（既にPV設置費用をFITにより回収しているケース）。 

 低圧需要家がPVと蓄電池を「新規導入」する場合は、ストレージパリティは2020年代後半となる。
 2018年時点で、グリッドパリティは達成しているが、PV+蓄電池による単価は従量料金より大きく

なる。
※グリッドパリティとは、PVによる発電コストが既存電力コストと同等以下となる分岐点。 

経産省資源エネルギー庁「ソーラーシンギュラリティの影響度等に関する調査」報告書, 2018.2.28.
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経産省のVPP（仮想電⼒プラント）の実証実験

2016〜2020年度経済産業省主導のVPP 実証実験のプロジェクト概要(V2G特化型以外) 

「到来！蓄電池社会」日経エレクトロニクス2018.07
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海外での主な⼤型蓄電池設備やVPPの導⼊例 

「到来！蓄電池社会」日経エレクトロニクス2018.07
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国内の主な⼤型蓄電池システムの導⼊例 

「到来！蓄電池社会」日経エレクトロニクス2018.07
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地域の再エネ省エネ蓄エネサービスによる
地域の⾃⽴と脱炭素化の動向 

 災害時を含め、地域のエネルギー自立度向上。
 地域内の経済循環を強め、一次産業や観光産業を含め、雇用と収益源の創出が可能。
 地域主体の協力・参加による自然環境や地域 の事業と調和が容易。

地域エネルギー企業による再エネ・省エネ・ 
蓄エネサービスで地域単位で需要に対応 

ベンチャー新電力等による地域再エネを活用し、 
地域に利益を還元する地域再エネ事業 

環境省 再エネ加速化・最大化 促進プログラム 2018年版 概要 
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東松島市スマート防災エコタウン
 住宅85戸と周辺の4病院に自営の高圧配電網を敷き、太陽光発電計459kWと大型のPb蓄電池

480kWh、さらに停電対策としてバイオディーゼル発電システムを用いて、利用者に電力供給。 
 日本初のDCマイクログリッドを利用し、再生可能エネルギーを地産地消。CO2も削減。
 地域の災害対応力と防災力を高める自立分散型、災害時にも3日間は普段通りに電力供給。 
 得られた事業収益を東松島市の地域活性化のために使う公益的なビジネスモデルを展開

災害公営住宅エリア及び4つの病院、1つの公共施設は、電力会社から一括受電、自営線により電力を供給 

災害公営住宅整備地域全景 
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DCグリッドによるP2P電⼒融通実証実験
 再生可能エネルギーで電力を地産地消
 各教員用住宅の屋根に取り付けた太陽光パネルで発電し、各戸の蓄電池に蓄積

し、その電力を互いに融通し合う（専用の電線で19戸の教員用住宅を接続）
 巨大な蓄電池を1カ所に設置する場合に比べて、初期投資は小さく、拡張も容易
 天候不順で太陽光発電ができなくなったりした場合には、沖縄電力の電気を利用

ソニーCSLなどが沖縄で実証実験中のマイクログリッドのイメージと仕組み
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デジタルグリッドによるP2P電⼒融通実証実験
 再生可能エネルギーによる電力を最大限活用するための機器（デジタルグリッド 

ルータ、デジタルグリッドコントローラ等）を用い、自営線等で構成するマイクログリッ
ドで、最適に再エネルギーの電力需給を調整する技術開発・実証を行う。 

 ブロックチェーン技術を活用し、電力取引システムを構築。 
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スマートキャンパスの取り組み例
 東京工業大学の大岡山キャンパスの「環境エネルギーイノベーション棟」（2012年春完成）とキャンパス内のほか

の建物を接続するスマートグリッドをNTTデータカスタマサービスが構築。太陽光発電システムの発電状況と、電力
需要に応じて、空調機器の運転を制御する機能を有する。

 東京工業大学、東京大学、信州大学、名古屋大学、三重大学、京都大学、大阪大学が、2013年11月26 日、
大岡山キャンパスで「新たな時代の地域づくりと大学の役割」をテーマにシンポジウム開催。 

東京工業大学の大岡山キャンパスの「環境エネルギーイノベーション棟」。南側と
西側の壁面に加えて、屋上に合計で4570枚の太陽光発電パネルを設置。太陽
光発電パネルによる電力で不足する場合は燃料電池を利用して電力をまかなう。

東工大キャンパススマートグリッドのシステム構成図
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ZEH、ZEB等の動向
 ZEH（Zero Emission House）： 高い「断熱」性能をベースに、高効率機器やHEMSによる「省エネ」、太陽光発電などによる

「創エネ」を組み合わせ、年間エネルギー消費量が正味おおむねゼロになる住まい。
 ZEB（ Zero Emission Building）： 太陽光発電などによる「創エネ」、燃料電池などによる「蓄エネ」、高断熱化や電力消費の

削減による「省エネ」によって、外部とのエネルギー収支を均衡させたビル。
 ゼロエネ工場: 東芝三菱電機産業システム（TMEIC）は、インド子会社のパワーエレクトロニクス機器工場（消費電力量：毎月約

10万kWh）を、電力会社からの電力供給を不要にできる「ゼロエネルギー工場」にする。屋根に設置した太陽光パネルの発電で
工場内の電力を賄う。夜間や雨天時の稼働用にリチウムイオン2次電池による蓄電システムを導入（日経
XTECH2018.11.19）。

積水ハウスのグリーンファーストゼロ

大和ハウス工業の「SMAEco(スマ・エコ)」ブランド 

大成建設 ZEB実験棟

独立行政法人 建築研究所
LCCMデモンストレーション住宅

TMEICのゼロエネルギー工場

ゼロエネルギー工場のシステム構成
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世界のDCグリッド導⼊＆実証事例

DC Microgrids Scoping Study, Los Alamos Laboratory, USA, 2015.3.
J. Kaiser, DC-microgrids worldwide, 2017. http://www.iisb.fraunhofer.de/dc-grids

The 3rd IEEE ICDCM 2019: Int. Conf. DC Microgrids, Matsue, Japan, May 20–23, 2019.

KEPCO

AIT
KIT

Mitsubishi

UC-LBNL
USA

TU Delft, DC-BV
Netherland

導⼊

実証

KU Leuven
Belgium

IMEDA E-Inst.
Spain

Aalborg Univ.
Denmark

COMSYS
Sweden

NTFU
Taiwan

NSU
Singapore

SIT
Singapore

Murata

Queens Univ., Alberta Univ.
Canada

Zhejiang Univ.
China

AIT
Australia

KERI, KEPRI
Korea

IIT, Delhi
India

U.S.Carolina
USA

RWTH-Aachen 
Germany

Univ. Rome
Italy

Univ. Lyon
France

Univ. Oxford
UK

全ての事例がベストエフォート型のIoT制御に依存︕
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（出所）みずほ銀行産業調査部作成 

取引の実行・管理・決済

エ
ネ
ル
ギ
ー
リ
ソ
ー
ス

小売電気事業

配電事業

分散型集中型

大規模な発電事業

― 在来型：火力・原子力・水力等

― 非在来型：メガソーラー・風力・バイオマス等

送電事業

Virtual Power Plant
― 需要家が保有するエネルギーリソースを活用

― アグリゲータによる統合管理

電力P2P取引

― ブロックチェーン、スマートコントラクトを活用

した需要家間の直接売買

集
中
型

分
散
型

電⼒プラントと電⼒制御の技術動向

既存の
電力系統

経産省が主導するVPP実証実験 環境省が主導する再エネ加速化・最大化促進プログラム

 FIT制度導入以降、IoTやAI等のICTを活用し、需要家のエネルギーリソースを統合的に運用するVPPが登場。
経産省は、電力の供給力・調整力を確保する観点から、分散型エネルギーリソースを最大限活用するために、
2016年4月からVPP実証事業を開始。 

 消費者・企業・自治体が主役になって、再生エネルギーを主力エネルギー源にするため、環境省が「再省蓄エネ」
をキーワードに再エネ加速化・最大化促進プログラムを主導。

 地域に分散する自然エネルギーを最大限活用することが、再生可能エネルギー導入の鍵。分散型エネルギーの
発電量は小さくいため、中央集権的事業モデルでは、スケールメリットが期待できない。ブロックチェーン技術を
活用したP2Pの分散型システムの導入により、安価で安全な電力取引が実現。

レベル１

レベル２

レベル３レベル2.5
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電⼒と情報通信ネットワークの技術的潮流

1890
電話開通

（東京-横浜）

1983
全国自動
即時化

1987
携帯電話
サービス

1992
インターネット
商用利用開始

2001
FTTH

サービス

2020

5G
サービス

 音声通信からデータ通信へ
 固定通信から移動通信へ

AI
ビッグデータ
IoT

1952
電電公社

1985
NTT

（民営化）

1999
NTT再編

2016
電力の小売
全面自由化

1882
電灯

（東京銀座）

1895
発電所

（東京浅草）

1951
九電力会社

1952
超高圧送電

（関電）

1957
千葉火力
発電所
（関電） 1963

黒部ダム
（関電）

1970
原子力発電
（福島、美浜）

1997
COP3
（京都）

2012
再生可能
エネルギー
固定価格
買取制度

 大規模電力系統からスマートグリッドへ（ネットワーク化、分散化）
 化石燃料から再生可能エネルギーへ（脱炭素化）

再エネ
蓄電池2020

発送電分離

ICT

E

Society 5.0

スマートシティ
コンパクトシティ

「⾃律分散協調型」
ネットワークとして

両者を融合 R-EICT

情報通信は
無線が主流に

電力エネルギーは
地産地消が主流に

Resilience
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発表の内容

はじめに

社会・経済を取り巻く動向

超スマート社会 (Society5.0) の未来像と課題

電⼒と情報通信のネットワーク基盤融合に向けて

むすび
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レベル-２の課題と限界
VPPによるマイクログリッド内の電⼒融通

制御情報IoT
センサー情報

制御情報IoT

VPP (バーチャル パワー プラント) VPP

充電時には10 kW級の
瞬時⼤電⼒負荷発⽣

フィードバック遅延により
周辺機器の電⼒安定化には

蓄電池への依存⼤

センサー情報
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レベル-３
P2Pによるマイクログリッド内の電⼒融通

VPPを介さない
Peer to Peerの電⼒融通

電⼒と情報通信のネットワークの融合による極低遅延の電⼒フロー制御を実現し
ピア to ピア の電⼒融通を⾏い、⾃律分散協調型ネットワークを実現︕

EV

蓄電池

EV

エッジコンピューティング AI

蓄電池

蓄電池

電力・情報通信
融合ネットワーク

5G, B5G
により

リアルタイム
制御を実現︕

急激な
電⼒負荷変動
にも対応可能︕
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尾辻 泰⼀ （委員⻑，東北⼤学・教授）
岩月 勝美 （幹事，東北⼤学・特任教授)

平成３０年１０月１⽇ 発足

https://www.jsps-elinfonw.riec.tohoku.ac.jp
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電⼒と情報通信の技術課題と歴史的経緯
 ICT技術の進化によって、いわゆる“超スマート社会”と呼ばれる未来社会の

具体像が描けるまでに発展している。⼀方、情報通信等の社会的基盤を
ベースに⽇々繰り広げられる社会・経済活動の⼤半は電⼒資源に依存して
いる。

 我が国の総電⼒消費量の約1/3が電動機（モーター）によって占められ、
情報通信機器の電⼒消費量がそれに肉薄するまでに急増している。近年の
深層学習の深化にともなうＡＩ（人工知能）技術の発展は情報通信機器
の⼀層の拡⼤とそれらの電⼒消費の増⼤を加速している。

 産業⾰命以降２５０年の世界の近代化・現代化・未来化の歴史の中で、
情報通信技術と電⼒技術は互いに独⽴に発達してきており、産業構造に
おいても、⾏政上においても、これまで分離されてきた。そのため、情報通信   
ネットワークと電⼒ネットワークとは物理的に分離されており、我が国において
も諸外国においてもその状況は同じである。
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情報通信と電⼒のネットワーク融合による
社会課題の解決

 再⽣可能エネルギーの利⽤促進
 時間的、空間的に偏在する太陽光や風⼒を地産地消で有効活⽤
 柔軟な電⼒融通による電⼒利⽤効率の向上

 災害時のブラックアウトの回避と早期復旧
 電⼒負荷変動に対する電⼒供給のリアルタイムNW制御
 修復機能による早期復旧

 少⼦化による過疎地域のコンパクトシティ化を実現
 コンパクトシティの社会インフラを効率的に構築

 産業のサービス化の促進と価値あるサービスの創出
 消費者余剰を⽣み出すプラットフォームを提供
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システムを構成するソフトウェア機能

新サービスによる価値創造
電⼒と情報通信のネットワーク融合

フィジカル空間
（⾝体）

サイバー空間
（頭脳）

APIを⽤いて様々な機能を
組合せて創出された新たな
サービスプラットフォーム

API︓ Application Programming Interface

電⼒・情報通信
融合ネットワーク

⽣産システム
⾼度ITS

      情報
（神経網）

   電⼒
（⾎管網）

⾼度医療システム

AI
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理事⻑ ⾥⾒ 進

・科研費（2,300億円･17万人/年）
・世界トップレベル研究拠点WPI (60億円・11拠点/年)

・ ⽇本学術振興会賞 (若⼿の登⻯門)
・ 育志賞 (博士後期課程学⽣の顕彰)

(http://www.jsps.go.jp)
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(設置期間︓3年以内)

学術の社会的連携・協⼒の推進

産学協⼒研究委員会

６８委員会
4,000名

産学協⼒総合研究連絡会議

研究開発専門委員会

４委員会
120名

先導的研究開発委員会

５委員会
150名
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・・・
医療ITS

・・・ ・・・
ロボット

自律的、分散的、協調的システムによるリジリエンスの実現

迅速な修復

委員会のスコープ

科学

Aufheven

技術

超スマート社会

融合
電⼒ 情報通信
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2050年頃

2030年頃

本研究開発専門委員会の目標設定
「電力と情報通信のネットワーク基盤融合による超スマート社会」研究開発専門委員会の
目標を2050年頃に設定し、社会・経済的課題と技術的課題を調査、分析し、新たな社会
基盤創出のシナリオを具体化し、そのシナリオに基づく科学技術ロードマップを策定する。

 再生エネルギーの主力電源化への布石（第5次エネルギー基本計画）
 国内総発電量の30%がIT機器
 完全自動運転と欧州での内燃機関車両禁止
 5Gの普及と6G導入開始

 2050年に再生可能エネルギーを経済的に自立した主力電源化（第5次エネルギー基本計画）
 平均気温上昇1.5度を大きく超えないためには、2050年前後に、温室効果ガス排出量を正味ゼロ
 国交省「国土のグランドデザイン2050」 2050年までに、50％以上の地点で人口が50％以上減少

▲
2020
東京

オリンピック
5G商用化

発送電分離

▲
2025

大阪万博
NTT交換機廃止

▲
2027

中央新幹線
（品川-名古屋）

▲
2031

北海道新幹線
（新函館北斗-札幌）

▲
2037

中央新幹線
（名古屋-新大阪）

▲
2022

九州・北陸
新幹線延伸

▲
2040頃

二酸化炭素フリー
水素供給システム

▲
2030頃

液化水素・
水素発電
商用化

▲
2045

人工知能
シンギュラリティ

NRI
未来年表
より抜粋

CPSによる超スマート社会の
サステナビリティの確立

CPSの最適運用を実現する
ネットワーク基盤融合の確立

現在
2019年

- 51 -



古河電工

NTT, NTT研究所

古河電工

住友電工

KDDI総合研究所

NTTファシリティーズ

情報通信研究機構

委員会構成の分野別マップ

サイバーラボ NTTデータ先端技術

東京電⼒HD

東北電⼒

電⼒中央研究所

産総研

エリーパワー

明電舎
トヨタ⾃動⾞

三恵技研工業

通信電⼒

ソフト
情報
数理

 バッテリー
蓄電池 電⼒

機器 EV/EHV
 ⾃動⾞

半導体
 デバイス

東北⼤ 九工⼤

東北⼤

阪⼤

千歳科技⼤

東⼤

早⼤

⾸都⼤

九⼤

京⼤

東北⼤

京都工繊⼤
東⼤

東北⼤

東北⼤

函館⾼専
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年次計画
■２０１８年度 ■２０１９年度 ■２０２０年度

関連技術
動向と

課題分析

社会基盤
としての

学理探求

電力&通信
NW基盤

融合戦略
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卓越⼤学院事業               未来価値創造人材育成 …

JSPS委員会を枢軸としたイノベーション創成戦略

⽂科省
JST-CREST

JST-PREST

JSPS-科研費
JST-OPERA

環境省

国交省

総
務
省

経
産
省

JST-OPERA

内閣府

JST-未来社会創造
JSPS-特別研究員
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⾃律分散協調型直流マイクログリッド
の全体最適化を実現する電⼒・通信
融合ネットワーク基盤技術の創出

研究代表機関︓ 東北⼤学
領域統括︓ 尾辻 泰⼀（東北⼤学電気通信研究所）

プロジェクト担当組織︓ 電気通信研究機構

⼤学等参画機関︓ ⾦沢工業⼤学、他⼤学1〜2機関（調整中）
企業参画機関︓ ⽇本電信電話(株)、古河電工(株)、他企業８社（調整中）

JST-産学共創プラットフォーム共同研究推進プログラム（OPERA）
共創プラットフォーム育成型 2019年度採択課題

実施期間︓ 2019.10 〜 2025.03.
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56

⾃律分散協調型直流マイクログリッドの全体最適化を実現
する電⼒・通信融合ネットワーク基盤技術の創出

（領域統括︓ 尾辻泰⼀ 東北⼤学 電気通信研究所 教授）
（幹事機関プロジェクト担当組織︓ 電気通信研究機構）

フィジカル空間

スマートシティ
コンパクトシティ

 Society5.0超スマート社会に必須となる持続可能かつレジリエントな新世代社会インフラを創出。
情報通信ネットワークと電⼒ネットワークが連携した新しいスマートシティ・コンパクトシティのネットワーク基盤構築。
グリッド間のデータトラヒックと電⼒需給を⾃律分散協調制御．Big Data＆AIにより電⼒融通を全体最適化。

情報
通信

電⼒
直流グリッド

5G/B5G等

ネット
ワーク

Big data/AI

⾃律分散協調制御 ⾃律分散協調制御

全体最適
制御連系

直流グリッド 直流グリッド 直流グリッド
電⼒融通 電⼒融通

VPP

5G/B5G等

サービス/ビジネスの創出MaaS医療防災 農業
API

電⼒系統スマートシティ/
コンパクトシティ関連

データセンタ・
モバイルネットワーク関連

・・・

キーテクノロジー１
サイバー空間

光ファイバ

情
報

蓄電池

電動⾞両

受給電
スタンド

PV

風⼒

データセンタ

MEC
(モバイルエッジ

コンピューティング)

API
(アプリケーション
 プログラミング
 インターフェース)
ZEH, ZEB
(ゼロエミッションハウス, ビル)

電
⼒

キー
テクノロジー３

キーテクノロジー２

東北⼤学
電気通信研究機構
電気通信研究所
⼯学研究科
NICHE
経済学研究科

⾦沢工業⼤学
⼯学研究科

⽇本電信電話(株)
古河電気工業(株)
(電⼒会社)
(SI関連会社)
(電⼒機器会社)

︓

電⼒
融通

ZEB

ZEH



R-EICTイノベーション創成戦略 by OPERA
電⼒・通信融合ネットワークへの進化

VPPを介さない
Peer to Peerの電⼒融通

EV

蓄電池

EV

エッジコンピューティング AI

蓄電池

蓄電池

電力・情報通信
融合ネットワーク

5G, B5G
により

リアルタイム
制御を実現︕

急激な
電⼒負荷変動
にも対応可能︕

 情報通信技術（ICT） ➡ エネルギーICT （EICT）
     レジリエントICT（R-ICT） ➡ R-EICT
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電⼒と情報通信のネットワーク融合

システムを構成するソフトウェア機能

新サービスによる価値創造

フィジカル空間
（⾝体）

サイバー空間
（頭脳）

APIを⽤いて様々な機能を
組合せて創出された新たな
サービスプラットフォーム

API： Application Programming Interface

電⼒・情報通信
融合ネットワーク

⽣産システム
⾼度ITS

      情報
（神経網）

   電⼒
（⾎管網）

⾼度医療システム

AI

 Society5.0超スマート社会に必須となる持続可能かつレジリエントな新世代社会インフラを創出。

情報通信、電力、モビリティのネットワークが連携した新しいスマートシティ・コンパクトシティのネットワーク基盤構築。

グリッド間のデータトラヒックと電力需給を自律分散協調制御．Big Data＆AIにより電力融通を全体最適化。

非競争領域
 オープン戦略による実現

方式の標準化と要素技
術の研究開発

 本研究成果に基づくビジ
ネスモデル、経済・社会
的波及効果の検討によ
る地方創⽣への貢献
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レファレンスアーキテクチャモデル - 59 -



スーパー
スマートシティ

マクロセルPV

蓄電池ZEH

ZEH蓄電池

5G/B5G
基地局

地方⾃治体

社会実装のシナリオ

ZEB
ビル

 データ
センター

コンパクトシティ

Post-OPERAOPERA
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幹事機関の東北大学では、研究推進・支援機構（URAセンター）、産学連携機構、オープンイノベーション戦略機構とが一体となって非競
争領域から競争領域に至る切れ目のない産学連携研究開発を強力に支援推進する体制が整っている。上記本部組織との強固な連携
体制のもとに共創コンソーシアムを運営する。 電力会社については、共創会議からの参加を予定している。

東北⼤学

電⼒・通信融合ネットワーク共創コンソーシアム
⾃律分散協調型直流マイクログリッドの全体最適化を実現する

電⼒・通信融合ネットワーク基盤技術の創出 
領域統括︓尾辻 泰⼀（東北⼤学）

【幹事機関】

【⺠間企業】

⽇本電信電話株式会社

古河電気工業株式会社各研究課題代表者

所属部局

⽒名

（プロジェクト担当組織）
電気通信研究機構

知財戦略部門

研究戦略部門

人材育成部門

電⼒・通信融合ネットワーク協議会
・研究進捗管理

・機関代表者の参加

研究⽀援部門

電⼒・通信融合ネットワーク共創会議
・参画機関（現２社）
・参画予定機関 (８社予定)*
・外部有識者 (複数者・複数機関)*

による情報共有・意⾒交換
*電⼒会社/データ会社/電⼒機器メーカ

/SI関連企業/バッテリー関連企業/
地方⾃治体/○○等

C社（パワーエレクトロニクス関連会社）

D社（パワーエレクトロニクス関連会社）

E社（パワーエレクトロニクス関連会社）

F社（電⼒エネルギー関連会社 ）

G社（電⼒エネルギー関連会社）

【⼤学等】

⾦沢工業⼤学 工学部

A⼤学

B社（電装部品関連会社）

H社（バッテリー関連会社）

（⽀援組織）
理事 （産学連携担当）

オープンイノベーション戦略機構

産学連携機構

A社（SI関連会社）
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スマートシティ・防災都市関連の標準化団体

内閣府資料「スマートシティの構築を通じたSociety 5.0 の実現 」2018年11月15日 

ISO

セキュリティ・
レジリエンス
に関する指標

[ISO 22320:2013]
社会セキュリティ緊急事態管理・危機対応
[ISO 22319:2017]
コミュニティレジリエンス－⾃発的ボランティ
アの関与を計画
[ISO 22395:TBR]
コミュニティレジリエンス－災害時要援護
者対応
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JST OPERA共創プラットフォーム育成型スキーム
 大学は人材育成を含め、基礎・基盤の研究開発を担当。企業は出口（Poof of Concept）に近い研究開発を担当。
 企業から拠出された資金（人件費、設備等）と同額の資金がJSTから提供（マッチングファンド）。
 各企業、大学は、JSTと個別に委託研究契約を締結。大学と各企業は共同研究契約を締結。
 FSフェーズの１社当たりの共同研究費500万円以上。共同研究費の50%まで人件費と設備のリソース提供を加算

することが可能。3社以上で、リソース提供を含め、2500万円程度が必要。
 本格フェーズの１社当たりの共同研究費1000万円以上。本格フェーズの１年目まで、共同研究費の50%まで人件

費と設備のリソース提供を加算することが可能。10社以上で、リソース提供を含め、1億円程度が必要。

大学
（人材育成）

企
業
A

企
業
B

企
業
C

出口（POC）

基礎・基盤

研究開発テーマの建付

企業
2,500万円程度

リソース提供（人件費、設備）＋共同研究費500万円

JST
2,500万円

（3000万円が上限）

大学

企業A 企業B 企業C

共同研究共同研究 共同研究

共創プラットフォーム

研究開発の資金と契約

委託研究

研
究
開
発
費
用
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本OPERAにおける人材育成
東北⼤学卓越⼤学院プログラム「人工知能エレクトロニクス」
と連携した学際融合・産学連携教育プログラム・カリキュラム
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JST-OPERAの開発期間と組織＆予算規模

型 １年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度
JST

委託費
総額

740M¥

ＯＩ
機構

連携型
500M¥

FSフェーズ
本格実施フェーズ

1大学＆3⺠間企業以上
25M¥(5M x 5社)以上
３開発課題以上を設定 3大学＆10⺠間企業以上

100M¥(10M x 10社)以上
５開発課題以上を設定

新たな基幹産業の育成を目指す
「技術・システム革新シナリオ」策定

「技術・システム革新シナリオ」に基づく産学共同研究を本格実施

1大学(OI)＆6⺠間企業以上
60M¥(10M x 6社)以上
３開発課題以上を設定

プロジェクト終了までに新たな競争領域の研究開発プロジェクトの創出が
⾒込まれる非競争領域の研究領域を設定

共創
プラット
フォーム
育成型
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むすび
 超スマート社会実現の鍵となる電⼒エネルギーと情報通信の新しい

ネットワーク基盤インフラの在り方について、これまでの歴史的経緯と
地球環境を取り巻く現状と課題をふまえつつ、あるべき姿を論じた。

 再⽣可能エネルギー利⽤の促進による脱炭素化とエネルギー利⽤
効率の向上、および情報通信技術の⾼度化とを、同時に実現する
ことが、持続可能でレジリエントな未来社会の実現に必須である。

 電⼒と情報通信のネットワーク基盤の融合化は、その実現に有効
な手段と考えられる。

 ネットワークの階層化・仮想化と、その⾃律分散制御が求められる。
 サイバーフィジカル空間の広い領域と階層において格段の技術革新

が求められる。
謝辞︓
本講演で公表した多くのデータを調査・提供いただいた東北大学特任教授岩⽉勝美博⼠に深謝する。
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